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最低積立基準額の算定に用いる予定
利率の一部改正案等 

2019年2月7日 No.479 

 最低積立基準額の算定に用いる予定利率に関する告示、通知の改正案について

意見募集※1※2が開始されました。 

 概要：最低積立基準額の算定に用いる予定利率の設定方法に関して、改正案が

示されました※3 。なお、適用日は2019年4月１日とされています。 

＜改正前＞ 30年国債の5年平均利回りに0.8以上1.2以下の係数を乗じて 

                得た率を用いることが可能 

＜改正後＞ 30年国債の5年平均利回りに0.5％以内の率を加減して得た率を 

                用いることを可能とする 

 

 

 

 

 

 低金利状態が長期化する中、当該係数を乗じることで調整できる幅が縮小して

いる状況を踏まえ、改正するものです（30年国債5年平均利回りが2.5%以下

の環境であれば、予定利率の上限値は改正前より大きくなる）。 

 意見募集期間は、2019年2月5日から2019年3月7日です。 
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※１  

「確定給付企業年金制度について」等の改正案に関する御意見募集（パブリックコメント）について ※2  

※3  

確定給付企業年金法施行規則第五十五条第一項第一号に規定する予定利率の一部を改正する件（案）に関する
御意見募集（パブリックコメント）について 

 ご参考：企業年金連合会「現下の低金利状況を踏まえた非継続基準のあり方に関する要望」（P2～3） 

30年国債の 
5年平均利回り 

改正前 改正後 

2018年度 1.24％ 
0.992％～1.488％ 

（1.24％×0.8～1.24％×1.2） 
0.74％～1.74％ 

（1.24％-0.5％～1.24％+0.5％） 

2019年度 1.05％ 
0.84％～1.26％ 

（1.05％×0.8～1.05％×1.2） 
0.55％～1.55％ 

（1.05％-0.5％～1.05％+0.5％） 
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１．「確定給付企業年金法施行規則第55条1項1号に規定する予定利率」の一部改正の概要 

項目 改正前 改正後 

告示 
 

最低積立基準額
の算定に用いる 
予定利率 

 
・平成29年度 年率1.46％ 
・平成30年度 年率1.24％ 
 
ただし、以下の場合は、当該年率に0.8
以上1.2以下の数を乗じて得た年率を予
定利率とすることができる 
・確定給付企業年金を実施する事業主   
 が労働組合又は被用者年金被保険者 
 等の過半数を代表する者の同意を得 
 た場合 
・企業年金基金を設立して実施する確 
 定給付企業年金にあっては、当該企 
 業年金基金の代議員会において議決 
 した場合 
 

 
・平成30年度 年率1.24％ 
・平成31年度 年率1.05％ 
 
ただし、以下の場合は、当該年率に
0.5％以内の率を加減して得た率を予定
利率とすることができる 
・確定給付企業年金を実施する事業主 
 が労働組合又は厚生年金保険の被保 
 険者の過半数を代表する者の同意を 
 得た場合 
・企業年金基金を設立して実施する確 
 定給付企業年金にあっては、当該企 
 業年金基金の代議員会において議決  
 した場合 

【適用日】 2019年4月1日 

２． 「確定給付企業年金制度について」の一部改正の概要 

項目 改正前 改正後 

第５  
積立金の積立て 
に関する事項   

 

 
１ 最低積立基準額の算定においては、
当該額が確定給付企業年金が終了した
場合における残余財産の分配額の算定
基礎等となることを踏まえて、次の点に
留意すること。  
 
(4) 確定給付企業年金法施行規則第５
５条に規定する予定利率に規定する「０．
８以上１．２以下の数」を設定するときは、
その設定の根拠及び最低積立基準額に
及ぼす影響について、労使間や代議員
会において十分な検討を行っている必
要があり、加入者及び受給権者等に対
して十分な情報提供を行うこと。   
 

 
１ 最低積立基準額の算定においては、
当該額が確定給付企業年金が終了した
場合における残余財産の分配額の算定
基礎等となることを踏まえて、次の点に
留意すること。   
 
（4）確定給付企業年金法施行規則第５
５条に規定する予定利率に規定する「０．
５パーセント以内の率」を設定するときは、
その設定の根拠及び最低積立基準額に
及ぼす影響について、労使間や代議員
会において十分な検討を行っている必
要があり、加入者及び受給権者等に対
して十分な情報提供を行うこと。  
 
なお、「０．５パーセント以内の率」を設定
している場合に確定給付企業年金の終
了、確定拠出年金（企業型）への移行
又は中小企業退職金共済への移換を
するときは、最低積立基準額の算定に
用いる予定利率について改めて労使間
や代議員会において十分な検討を行い、
検討の結果として「０．５パーセント以内
の率」を設定するときは、加入者及び受
給権者等に対して十分な情報提供を行
うこと。   
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３．「規約の承認及び認可の基準について」の一部改正の概要 

以 上 

項目 改正前 改正後 

3-7 
終了又は解散及
び清算に関する 

事項 

 
終了するときの最低積立基準額の算定
に用いる予定利率 
（「０．５パーセント以内の率」を加算して
得た率を設定する場合には、用いる予
定利率を規約に定めること） 
 

3-11 
他制度間の 

脱退一時金相当
額等の移換に 
関する事項 

 

 
他制度（中小企業退職金共済に限る）
への積立金又は残余財産の移換 
 

 
他制度（確定給付企業年金及び厚生年
金基金を除く）への積立金又は残余財
産の移換 
（「０．５パーセント以内の率」を加算して
得た率を設定する場合には、用いる予
定利率を規約に定めること） 
 
以下、中小企業退職金共済への積立金
又は残余財産の移換に限る。 
 


